
令和６年度 仙台市男性育休取得奨励金 支給対象事業者の要件確認フロー

あなたの企業等は、次のいずれにも該当しない。

・国または地方公共団体により設立された法人

・資本金の全部または大部分が国または地方公共団体からの出

資による法人

・法令等に国または地方公共団体の具体的な監督権が定められ

た法人

・その他の国または地方公共団体が経営、労務等に大きく関与

できる法人

該当する場合は

支給対象外です

はい

いいえ

はじめに、あなたの企業等が「仙台市男性育休取得奨励金」の支

給対象事業者の要件に該当するかを確認します。

あなたの企業等は、育児・介護休業法又はその他労働関係法令に

係る重大な違反に問われたことがない。

重大な違反とは、それぞれ次の場合をいいます。

・育児・介護休業法に係る「重大な違反」とは、厚生労働大臣又は都道府県

労働局長から法違反の是正を求める勧告を受けた場合、又は勧告に従わ

ないとしてその旨を公表された場合。

・労働関係法令に係る「重大な違反」とは、労働基準監督署により検察官

に送致された場合。

重大な違反に問われたことが

ある場合は、支給対象外です

いいえ

あなたの企業等は、市税を滞納していない。

中小企業者である場合における「市税」とは：

個人の市民税（当該法人が特別徴収義務者に指定されている場合に限る。）、法人の市民税、固定資産税、軽

自動車税（種別割）、特別土地保有税、事業所税及び都市計画税

個人事業者である場合における「市税」とは：

個人の市民税（普通徴収の方法によって徴収されるものに限る。）、固定資産税、軽自動車税（種別割）及び都

市計画税とする。

また、事業者として納付すべき市税とは、個人の市民税（特別徴収義務者に指定されている場合に限る。）、事

業所税

市税を滞納している場合は

支給対象外です

いいえ

はい

はい

次のページに続く

あなたの企業等は、中小企業者または個人事業者に該当する。
・中小企業者とは：

登記されている本店所在地（主たる事務所）が仙台市内にあり、常時雇用

従業員数が300人以下である

個人事業者とは：

仙台市の住民基本台帳に登録されている、

または、

仙台市内に所有または賃貸している事業所で事業をしている

該当しない場合は

支給対象外です

はい

いいえ



はい

あなたの企業等において、雇用保険被保険者として常

時雇用されている男性労働者がいる

該当する男性労働者がいない場

合は、支給対象外です

いいえ

はい

はい

あなたの企業等は、暴力団と関係を有していない。

代表者、役員又は使用人その他の従業員等が、暴力団員による不当な

行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規

定する暴力団員に該当せず、かつ、将来にわたっても該当しない。

暴力団と関係を有している

事業者は、支給対象外です

いいえ

いいえ
あなたの企業等は、雇用保険法（昭和49年法律第

116号）第７条に規定する届出をしている

はい

適用事業の事業主でない場合

は支給対象外です

職員Aは、令和６年４月１日以降に育児休業（出生時育児休業）を開始し

た。
育児休業とは：

育児・介護休業法第２条第１号に規定する、養育する子が原則１歳（最長２歳）

になるまでの間に、子の養育のために取得する休業をいいます。

出生時育児休業とは：

子の出生後８週間以内に４週間まで取得可能な休業をいい、上記の育児休業

とは別に取得できます。

該当する男性労働者がいない場合は、

支給対象外です

いいえ

職員Aは、育児休業開始日の２か月以上前の日から

雇用されており、仙台市内の事業所に勤務している

該当する男性労働者がいない場合は、支

給対象外です

いいえ

前ページからのつづき

はい

はい

いいえ
あなたの企業等は、令和６年度中に、仙台市男性育休

取得奨励金の「スタートアップコース」または「ステップ

アップコース」の支給決定を受けたことがない。
仙台市男性育休取得奨励金は、１企業等につき１年度内

に１回のみ申請可能です。

すでに支給決定を受けたことがあ

る場合は、申請できません

はい

ここからの設問では、奨励金の申請対象となる男性労働者（以

下、「職員A」といいます）について確認します。

次のページに続く



職員Aは、育児休業取得後、職場に復帰し

２か月以上従前と同様に勤務している

該当する男性労働者がいない

場合は、支給対象外です

いいえ

はい

はい

職員Aは、育児休業を連続７日以上（勤務を要する日を5日以上含

む）取得した。
例：

水曜日と日曜日が週休日の事業所において、火曜日から翌週の

月曜日まで7日間連続して育児休業を取得した場合は、

勤務を要する日を5日（火・木・金・土・月）と、週休日を2日（水・日）

休んでいるので、要件にあてはまります。

該当する男性労働者がいない場合

は、支給対象外です

いいえ

はい

前ページからのつづき

いいえ 職員Aは、育児休業（出生時育児休業を含む）を合計28日取得した。
育児休業（出生時育児休業を含む）を分割して取得した場合、奨励金の申

請にあたっては、令和６年４月１日以降に開始した育児休業の取得日数を

合算することができます。

あなたの企業等は、仙台市男性育休取得奨励金の申請日の前日までに、

国の「出生時両立支援コース助成金」の支給を受けたことがある。

国の「出生時両立支援コース助成金」については、下記のURLから

サイトにアクセスし、詳細をご確認ください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/

shokuba_kosodate/ryouritsu01/index.html

はい いいえ

職員Aは、育児休業（出生時育児休業を含む）を合計28日取得した。育
児休業（出生時育児休業を含む）を分割して取得した場合、奨励金の申請に

あたっては、令和６年４月１日以降に開始した育児休業の取得日数を合算

することができます。

スタートアップ

コース

２０万円の

申請が可能

スタートアップ

コース

１０万円の

申請が可能

はい いいえ

ステップアップ

コース

２０万円の

申請が可能

国の「出生時両立支援コース助成金」の支給を

受けたことがある事業所は、職員Aが合計28

日以上の育児休業を取得していない場合は、

仙台市男性育休取得奨励金の支給対象になり

ません。


